
 
 

１．政策レビューについて 

政策レビュー（プログラム評価）は、特定の政策テーマに関連する施策群（プ

ログラム）を対象として、プログラムの実施と結果の因果関係を詳しく分析

し、所期の効果をあげているかについて検証し、課題と改善方法を発見する

もの。 
○「国土交通省政策評価基本計画」に基づき、以下のようなテーマを対象として

計画的に実施している。 
①法律施行後一定年を経過するなど、施策の実施を踏まえた評価を行う必要が

あるもの 
②施策の前提となる社会経済情勢の変化等により、その見直しの必要が生じた

もの 
③国民的関心が高いこと等により評価を行う必要性が高いもの  等 

 
○今回、国土交通省として、次の９件（平成１７年度取りまとめ）について評価

書を作成した。 

・バリアフリー社会の形成 －交通バリアフリー法等の検証－ 

・総合的な海上交通安全施策 －海上における死亡・行方不明者の減少－ 

・プレジャーボートの利用改善 －放置艇対策等の総合的な取組み－ 

・水資源政策 －水資源計画の在り方－ 

・国土政策 －国土計画の在り方－ 

・住宅の長期計画の在り方 －現行の計画体系の見直しに向けて－ 

・港湾関連手続のワンストップ化の推進 －港湾 EDIシステムに関する検証－ 

・国土交通行政におけるテロ対策の総合点検 

・行政委託型公益法人等に対する国の関与の在り方 
－行政委託型公益法人等が行う事業等の検証－ 

 
○国土交通省においては、この政策レビューの実施を通じて、自らが責任をもっ

て評価することにより、プログラムについて国民への説明責任（アカウンタビ

リティ）を果たすとともに、評価結果を今後の政策に適切に反映させていくこ

ととしている。 



２．個別公共事業の評価について 

国土交通省では、維持・管理に係る事業、災害復旧に係る事業等を除くすべ

ての所管公共事業を対象として、評価を実施。 
○ 事業の予算化の判断に資するための評価（新規事業採択時評価）、事業の継続

又は中止の判断に資するための評価（再評価）及び完了後の事業の効果等を

確認し、必要に応じて改善措置などを検討するための評価（完了後の事後評

価）を実施。 
○ 今回、平成１７年度中に行った新規事業採択時評価５７０件、再評価８９８

件、完了後の事後評価１５６件の評価結果を評価書として取りまとめた。ま

た、平成１７年度予算に関して、年度途中において予算化されたものについ

て、新規事業採択時評価２０件を実施。 
○ 上記のうち、再評価の結果を踏まえて、事業を中止したもの２２件となった。 
 

３．個別研究開発課題の評価について 

国土交通省の研究機関等において実施する研究開発課題を対象として実施。 
 

○必要性、効率性、有効性等の観点から、事前評価、完了後の事後評価を実施。

（研究期間が５年以上のもの等は、中間評価も実施。） 
○今回、平成１７年度中に行った事前評価２８件、中間評価３件、終了後の事後

評価２３件の評価結果を評価書として取りまとめた。 
 
 

４．今後の政策評価の実施予定について 

「国土交通省政策評価基本計画」及び「平成１８年度国土交通省事後評価実

施計画」に基づき、今後も計画的に政策評価を実施。 
 
○実施計画の概要は、別添参照。 
 
 
 
 
 

以上 


